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ある薬剤に抵抗力をもつ株を育てるものもある．（Illiich 1976=1979: 29） 
 
Illiich は抗生物質の使用によって生じるこのような問題を「過度の治療的副作用」とし














(2)（厚生労働省 n.d.a）によって，部分的に知ることができる．JANIS の 2016 年の年報
によると，同年 1 月から 12 月の薬剤耐性菌による新規感染症患者の合計は 18,877 人で，
その 93.9％にあたる 17,728 人はメチシリン耐性黄色ブドウ球菌（MRSA）による（厚生
労働省 2016a）．MRSA の罹患率を JANIS の年報から抜粋してみると，2008 年の 6.05‰






MRSA 罹患率などのデータを扱った「全入院患者部門」の集計対象となったのは 852 施設
であり，これは全国の病院 8,480 施設（厚生労働省 2015a）の 10.0%でしかなく，このう
ち 652 施設（76.5%）は 200 床以上の病院であった．200 床未満の病院が全国の病院の
68.8%（5,836 施設）を占めることを考えれば，JANIS のデータは病床規模の大きな一部
の病院の実態でしかないのである． 












91,101,102）．さらに，昭和 51 年（1976 年）には予防接種法が改正されるにもかかわらず
伝染病予防法は改正されず，死亡者が減少している赤痢や日本脳炎を伝染病とし，患者が
強制隔離されている現状に対して法の矛盾を指摘した（安原 1976）．  
伝染病予防法改正については，昭和 43 年（1968 年）5 月に厚生大臣から伝染病予防調
査会に対して諮問が発せられ，諮問を受けた伝染病予防調査会は日本感染症学会からの意
見も踏まえて，伝染病予防対策の基本方針に関する中間答申を昭和 45 年（1970 年）6 月
2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016




発行日 見出し 朝夕刊 面名
1月26日 インフルエンザ、院内感染後死亡　鹿児島徳洲会病院、２人　【西部】 朝刊 ３社会
8月11日 耐性菌検出、２人死亡　全入院患者検査　北九州・東筑病院　【西部】 朝刊 ２社会
10月28日 院内感染か、３人死亡　千葉大病院、耐性菌検出　【大阪】 朝刊 ３社会
12月1日 結核院内感染、患者３人死亡　宇治　／京都府 朝刊 京都市内・１地方






された昭和 45 年以降にも，同法改正に関する医師らの対談（浅野ら 1974）や論文（佐々
木 1977）が散見され，また，法定伝染病の医療に携わっていた 13 大都市立伝染病院長・
事務長協議会も平成 7 年（1995 年）から同法の改正を提唱していた（坂上 1997）．しか
し，この法律の改正――正しくは改正ではなく本法の廃止と新しい法律の制定――がなさ












院内感染対策の必要性を訴える医療者を取材し，1988 年 3 月に朝の NHK ニュースに
おいて MRSA 院内感染事例を報じた隈本（2008）は，「MRSA が社会問題化するまで，日
本では院内感染が起きても，それは患者に気づかれることもメディアにも知られることも
なく，まさに隠されていた．だから対策の必要性を訴えていた良心的な医療関係者の声が
かき消され，対策が後回しにされてきた」と述べている（隈本 2008: 14）．2003 年の海外
文献においても，日本は MRSA の問題を 30 年以上も単に無視してきた国と述べられてい
た（Harbarth and Pittet, 2003: 314）．  
このように院内感染への対応が遅かった日本であったが，欧米のガイドラインを参考に
院内感染対策が構築されてきた（一山 2015: 1768）．特に，米国の公的機関である疾病管


































































第 6 章では，診療報酬の感染防止対策加算 1 の新設後の 2014 年時点での医療機関の加
算取得状況と，2008 年および 2014 年の感染症専門医と感染管理認定看護師の登録者数か
ら院内感染対策について検討する．  








(1)  1,000 床規模の病院では，院内感染の発生により年間コストが 6 億 3,100 万円増とな
り，国全体では総額 1兆 7,000億円のコスト増になるとの試算がある（賀来 2006: 323）． 
(2)「院内感染対策サーベイランス（JANIS）事業」は，院内感染の発生状況や薬剤耐性菌
の分離状況を調査し，医療現場に有用な情報を還元することを目的として，平成 12 年















1 国と医療現場に焦点をあてた研究         
国や厚労省と医療現場に焦点をあてた研究には，診療報酬の改定による医療現場への影
響を調査した報告が多くなされている（西塚ら 2006；松岡ら 2013；前澤ら 2014；刈谷
ら 2016；小林ら 2016）． 












査を行い，2012 年度の改定後，300 床以上の施設では 98％が感染防止対策加算 1 または





















2 医療現場と社会に焦点をあてた研究         
医療現場と社会に焦点をあてた研究には，院内感染の医療訴訟について分析したものが
ある（桑原ら 2016；金﨑ら 2016）． 
桑原ら（2016）は，1975 年から 2014 年までの裁判例 83 件を解析し，MRSA 関連の感
染（14 件）と死亡例（60 件）が多いことと，争点として 1975 年からの 20 年間では「感
染の予防」（13 件）が「感染後の対応」（6 件）より多かったが，2005 年からの 10 年間で
は「感染後の対応」（22 件）が「感染の予防」（17 件）より多くなっていること，そして




﨑（2016）は，1994 年から 2013 年の裁判例 39 件を解析し，MRSA（31 件）によるもの
と死亡（28 件）が多いことと，争点と過失の認定については院内感染防止対策の不備（19
件中 1 件），不適切な感染予防処置（21 件中 6 件），診断・治療の遅れ（26 件中 17 件），












（2008）は，住民へ普及啓発すべき感染症が何かを明らかにするため，2005 年 7 月～9 月
に行政機関に勤務する医師と獣医師を対象としたデルファイ法による調査を実施し，結核，






9 月～12 月に医療機関の医師を対象にしたデルファイ法による調査を実施し，1 位から 3
位の疾患が HIV／AIDS，結核，インフルエンザであり，選出理由は「住民の知識の程度
や意識・行動」「臨床医学的・疫学的特徴と社会的状況」に分類され，先の堀口らの研究に




































第 2 章 社会問題化の経緯からみた院内感染 
 

















































1922 年と早かったが，「院内感染」という表記を初めて用いたのは 1941 年の朝日新聞で
あった（表 1）．3 紙の検索記事数の推移を 5 年区分でみると，図 1 に示したように 1990









新聞種類 件数 記事初出年*1 表記初出年*2
讀賣新聞(1874年創刊) 1885件 1922年 1966年
朝日新聞(1879年創刊) 1784件 1941年 1941年










の推移をみた結果を図 2，図 3 に示す．なお，1990 年以前は記事数が少ないため 10 年ご
との合計数で示している． 















ると，ほとんどが 1999 年以降に報道された事例であった（表 2，表 3）．院内感染の原因
として報じられた感染症あるいは病原体をみると，1999 年以前から院内感染の原因とな













始めた 1992 年から医学論文も急増し，1994 年に 400 件を超えたのをピークにその後減少
し，200 件以下で推移するようになってきたことがわかる．  
初出年 病床数* 掲載回数 原因となった感染症・病原体
1966年 不明 10 結核
1994年 0 11 B型肝炎
300床以上 11 結核
0 30 B型肝炎
2000年 300床以上 36 セラチア






2004年 300床以上 12 MRSA
2006年 300床以上 16 多剤耐性緑膿菌
2007年 300床以上 11 C型肝炎
2008年 0 35 セラチア






初出年 病床数* 回数 原因となった感染症・病原体




300 床以上 20 セラチア
300 床以上 11 セラチア
300 床以上 11 MRSA
100～299床 21 バンコマイシン耐性腸球菌
100床未満 32 セラチア
2004年 300 床以上 15 MRSA
2008年 0 25 セラチア











増加し始め，1992 年から 1994 年に急増していたのに対し，新聞記事が最初に増加したの













































いう言説として捉えることができる．これを除いても 1991 年の学会誌には，「現在 MRSA
感染は院内感染のみならず老人ホームなどの福祉施設にまで拡がりをみせ，大きな社会問
題となっている」（斎藤ら 1991: 43）との記述が認められる．              
このように，「院内感染は社会問題である」との言説が新聞に登場したのは，医学論文よ
り遅く 1992 年以降であったが，その後の新聞では院内感染が社会問題となった時期を
1980 年代とする記述が現われるようになった．1993 年の讀賣新聞では，「MRSA は，最
もよく使われる抗生物質（第三世代）が効かない耐性菌で……ここ四，五年社会問題にな
ってきた」（讀賣新聞 1993/07/14 夕刊）との記事がみられ，朝日新聞も 1998 年に，「入院




は医学論文にも認められ，「1980 年代以降，第 3 世代セフェム系抗生物質の汎用に伴って
MRSA による感染が急増し，院内感染が社会問題化し……」（斎藤ら 1993: 23）との記述
や，「院内感染対策は，1980 年代の MRSA による相次ぐ感染事例が社会問題化し…」（平








賣新聞 1980/06/10 朝刊）． 










ペーンを紹介した記事（朝日新聞 1986/08/17 朝刊）が掲載されていた． 
1987 年には，三重大学医学部附属病院で小児科の研修医 2 人が B 型肝炎の感染により
死亡したことをはじめとして，全国の病院での B 型肝炎による院内感染の実態などを伝え
た記事が朝日新聞で 4 件，讀賣新聞では 3 件掲載されていた．朝日新聞では「同様の院内
感染による感染者は他病院や歯科医師の間でも起きている」と，前年に看護師が死亡した
事例や 10 年前に医師が死亡した事例を報じた記事（朝日新聞 1987/07/28 朝刊）と，国立
大学の附属病院で肝炎治療にあたった医師らが誤って注射針を自分の指にさしたりして免
疫グロブリン製剤を投与した例が 1986 年度に 700 件近くあったとの記事（朝日新聞 
1987/08/19 夕刊）と，1985 年から 1987 年 7 月までに労災認定された人のうち 73 人が B
21 
 
型肝炎を発症し 8 人が死亡していたことを報じた記事（朝日新聞 1987/10/11 朝刊）が掲
載されていた．さらに，厚生省から B 型肝炎の感染防止対策を徹底するよう通知が出され
たことが報じられていた（朝日新聞 1987/08/07 朝刊）．讀賣新聞には，三重大学の事例の
詳細を報じた記事（讀賣新聞 1987/07/27 朝刊）とその続報（讀賣新聞 1987/07/28 朝刊）
のほか，B 型肝炎の解説記事（讀賣新聞 1987/08/20 朝刊）が掲載されていた． 
B 型肝炎以外には，讀賣新聞に掲載された「ラッサ熱，届け出遅れは厚生省の“指導” 








1988 年は，前年から引き続き B 型肝炎とエイズに関する社会の関心を反映した記事が
掲載されていた．讀賣新聞には看護師を対象とした全国調査の結果を報じた「B 型肝炎に
看護婦は不安 約 9割が『感染心配』 対策実施は 3分の 1」との記事（讀賣新聞 1988/04/28
朝刊）が掲載され，朝日新聞には「日本初の専門雑誌『エイズジャーナル』創刊」との記
事（朝日新聞 1988//01/13 夕刊）と，「エイズ感染者手術へ防護策 国立療養所福井病院」
との記事（朝日新聞 1988/03/16 夕刊）が掲載されていた．この年の「感染報道記事」は 2
件あり，国立水戸病院で研修医 3 人が赤痢になったことを報じた記事では，1983 年に同
県の別の国立病院で 24 人の腸チフス患者が出ていたことも伝えていた（朝日新聞 




1989 年は，5 月に都内で開催された日本化学療法学会（1953 年設立）の会長講演の内
容から，「抗生物質を使うと，それらに比較的弱い他の細菌が殺される一方で，比較的強い








めたことを報じた記事が掲載されていた（讀賣新聞 1989/01/18 朝刊）． 













この医師や看護師への B 型肝炎の院内感染に対しては厚生省が反応し，1987 年 8 月 6 日







院内感染の訴訟を報じた記事は，朝日新聞では 1991 年 2 月 13 日朝刊の「東大病院内で
感染死，責任問い賠償請求 初期胃がん手術患者の遺族」との記事が最初であり，これに








讀賣新聞で院内感染に関する訴訟記事が最初に掲載されたのは 1927 年であり，11 月 3
日朝刊に「吉岡弥生女史を入院児の父訴ふ 二人に迄も伝染病をうつしたと 千余円の賠
償金要求」との見出し記事が掲載されていた．しかし，これ以降に訴訟を取り上げた記事
は 60 年以上掲載されず，次に取り上げられたのは 1992 年 1 月 13 日夕刊であり，心臓手
術を受けた娘を MRSA による敗血症で亡くした両親が病院を訴えたことを報じた記事で
あった．  
このように，院内感染の訴訟報道は MRSA による院内感染の訴訟が契機となって 1991
年以降，新聞に掲載されるようになったことがわかる．しかし，大城（1994）によれば院
内感染の訴訟は 1965 年には提訴され，1990 年 7 月 25 日までに結審した事例が 21 件あ




るといえよう．また，院内感染の訴訟件数は，1965 年から 1990 年は 21 件（大城 1994）















作成することが求められた．これに続き 1992 年７月には，全国の 500 床以上の病院を対
象に行った MRSA 検出状況と対策に関する調査結果が添付された「医療施設における院






















































（2）1999 年 1 月に横浜市立大学病院において肺手術と心臓手術の患者取り違え事件が起
き，医師 4 名と看護師 2 名が業務上過失傷害容疑で起訴され，同年 2 月には都立広尾
病院で消毒液を誤って静脈内に投与し患者が死亡する事件が起き，医師が医師法 21 条
違反容疑で起訴された（厚生労働省 n.d.b）． 
（3）「院内感染が社会問題である」ことを伝えた讀賣新聞の記事は，1992 年に 2 件，1993
年 10 件，1996 年 1 件，1997 年 3 件，1998 年 6 件，1999 年・2001 年・2002 年に各
4 件，2003 年・2008 年に各 1 件であった．一方，朝日新聞では 1993 年が最も多い 8
件で，その後は 1997 年 3 件，1998 年 4 件，1999 年 2 件，2000 年 4 件，2002 年 4
件，2006 年 1 件，2010 年 1 件であった． 
（4）朝日新聞と讀賣新聞にはＢ型肝炎の院内感染を社会問題とする記述はなかったが，毎
日新聞では 1987 年 12 月 11 日朝刊に「ズサンな病院の注射針処理，病院清掃従事者
の半数が手を刺される」との見出しで，「注射針などによるＢ型肝炎の院内感染が社会
















































り，感染対策の専門家が編集して 2003 年に発刊されたテキスト『改定 2 版 エビデンスに



































接種に起因するものは，病院感染とする．」（小林 1990: 3） 
 
この学会の定義では，病院内での微生物接種により惹起されたものが院内感染である





























































































































菌者や解放性 Ps 感染症患者からの交叉感染 cross-infection の外に，同一人に











3 者がある．しかし前 2 者の区別は必ずしも明らかではない」（田代 1976: 2277） 
 
院内感染に内因性感染が含まれることが記述されている最近の論文では，清水（2010）
が 1980 年代の院内感染の状況について述べた以下のような記述がある． 
 
「従来重視していた外因性感染よりも内因性感染の重要視が強調されてきた






主に言う」（太田ら 1995: 765）． 
 
1990 年代には，先述の日本環境感染学会の『病院感染防止指針』にある定義を引用した







患者や医療者が院内で感染するということである」（山口ら 2006: 9） 
 
「院内感染とは，病院など医療機関内で新たに接触した微生物による感染症に























































































染対策に関する専門家による技術的な検討を行うことを目的に，2005 年 1 月から設
けられたものである（厚生労働省 2005）．この会議では，院内感染対策において留意
するべき具体的事項や技術的助言等を「提言」として取りまとめ，厚労省のホームペ
ージなどで公表しており，これまで 12 回の会議が開催されてきた（2017 年 3 月末現
在）． 
(2) 1995 年の『院内感染対策テキスト』第 1 版は，厚生労働省健康政策局指導課の監修の
もと，同学会が編集したものであった． 





Furthermore, the term “nosocomial infections” is replaced by “healthcare 
associated infections” (HAIs) to reflect the changing patterns in healthcare delivery 
and difficulty in determining the geographic site of exposure to an infectious agent 
and/or acquisition of infection(Siegel et al. 2007: s68)． 
The term nosocomial infection is retained to refer only to infections acquired in 







第 4 章 院内感染に対する国の対応 
 
1 本章のねらい 















2  個々の医療機関における問題とみなされた対応 
院内感染対策に関する最初の通知は 1991 年の「医療施設における院内感染の防止につ




























































「1991 年の通知の中で出されたものも，結局 10 何年かかって，1995 年には既に
エビデンスではなくなったことが通知として，また医療法施行規則に絡んでいるもの
として，2005 年までかかってやっとそれが修正されたという過去の事例も日本には
あります（第 4 回: 小林）」（厚生労働省 2007b） 
 
「当時の一般常識的な見解が示され，エビデンスに裏付けされた内容ではなかった」
（大久保 2016: 215）． 
 
1991 年の通知は，2005 年に「医療施設における院内感染の防止について」（厚生労働省










「院内感染対策講習会」は，平成 5年（1993 年）から全国 7 地区において医療施設に勤
務する医師，看護師，薬剤師，臨床検査技師等を対象に実施された（品川・由良 1995）．
この講習会については，総務省の「医療安全対策に関する行政評価・監視の結果報告書」
































室（ICU）部門，新生児集中治療室（NICU）部門の 5 部門で実施されている． JANIS は
統計法に基づく国の統計調査であるが，医療機関の参加を義務付ける法的根拠はなく任意
となっており，財政的補助もない（鈴木 2012）．2017 年 1 月現在の参加施設数は 1,990
施設（厚生労働省 2017）であることから，全国の病院 8,480 施設（厚生労働省 2015a）
(2)の 23.5%からのデータを収集していることになる． 






































































































央会議」を設置した（厚生労働省 2005b）．「中央会議」の構成員は表 4 に示した通りであ
































































































ある．2010 年に「感染防止対策加算」（入院初日 100 点）が新設された際にも，その加算
取得には「医療安全対策加算１」（入院初日 85 点）の届出を行っていることが前提になっ
ていた（厚生労働省 2010b）．院内感染対策が医療安全対策と切り離された形で加算がつ
くようになったのは，2012 年に「感染防止対策加算１」（入院初日 400 点）と「感染防止
48 
 











































































































































































































ーク事業に参加している都道府県数は 2009 年度から 2011 年度までは７自治体，2012 年
度は 11 自治体，2013 年度から 2014 年度は 12 自治体であり，全国的な広がりになってい










ではなかろうかと思っています（第 8 回：事務局）」（厚生労働省 2009）  
 


















れた．しかし，先の総務省の 2013 年の報告書によれば，調査対象 35 都道府県等のうち 11
都道府県等ではネットワークが整備されておらず，その理由として厚労省からの具体的指
示がないことなどが挙げられている．この総務省の調査は，2012 年 8 月～2013 年 8 月に
実施されたものであるが，2011 年 2 月には「中央会議」の提言が厚労省から事務連絡とし
て出されており，その中で「具体的には，地域ネットワークの拠点医療機関等を設定し，











7 感染管理認定看護師の活用  
第 12 回「中央会議」での議論を経て 2015 年 4 月に出された「薬剤耐性菌対策に関する
提言」では，感染制御の強化として，「地域連携」や「アウトブレイク対応」とともに，「感
染管理認定看護師（Infection Control Nurse, ICN）(7)等の役割」に関する項目が設けられ





このように，「中央会議」で ICN の役割に焦点があたるようになったのは，第 8 回「中
央会議」から看護職 2 人が構成員として参加したことによるところが大きい．「中央会議」












































よう』と（第 10 回：洪）」（厚生労働省 2010d） 
 
「それはチームの中に入っていませんか（第 10 回：小林）」（厚生労働省 2006d） 
 
「いや，チームの中に入っていないところが多いので，あえてと思っているの














かった．しかし，先に述べた通り，2015 年の「薬剤耐性菌対策に関する提言」では ICN の
役割に焦点があたり，国や医療機関に対して ICN が活動しやすいよう支援することが求






















































































(1) 平成 15 年度厚生労働科学特別研究事業は「国，自治体を含めた院内感染対策全体の制
度設計に関する緊急特別研究」（主任研究者：小林寛伊）であり，分担研究研究の報告
書は「医療施設における院内感染（病院感染）の防止について」である． 

















(5) 2002 年 1 月に東京都世田谷区の伊藤脳神経外科病院において発生したセラチアによる
院内感染では，入院患者 12 人がセラチアに感染し，うち 6 人が敗血症性ショックなど
で死亡した（朝日新聞 2004/4/10 朝刊より）． 
(6) 行政事業レビューは，各省庁が実施している全ての事業について自己点検を実施し，
統一した様式のレビューシートを作成して，事業の執行状況や資金の流れを公開するも
のである（内閣官房 n.d.）．本文のデータは，平成 24 年度（厚生労働省 2012b）と平
成 27 年度の行政事業レビューシート（厚生労働省 2015d）の情報に基づいている． 
(7) この提言では，「感染管理認定看護師（Infection Control Nurse, ICN）等の役割」と表
記されているが，「感染管理認定看護師」の英語表記は “Certified Nurse in Infection 
Control：CNIC” である．CNIC と「感染症看護専門看護師（Certified Nurse Specialist 
in Infection Control Nursing：CNSICN）」を併せたものが “Infection Control Nurse：
61 
 
ICN” である（第 12 回「中央会議」の中で ICN の必要数に関する質問に対して，洪構
成員は「感染管理認定看護師」と「感染症看護専門看護師」の合計数で回答している）． 






















CNIC のいない 100～200 床未満（以下，100 床規模）の３病院で感染対策に携わってい
る看護師を対象に，2008 年８月～９月に実施した．看護師に面接を行ったのは，筆者の経





















記とした．病床数 100 床規模の病院 A，B，C の設置主体は全て医療法人であり，病床数






























表 1 面接調査を実施した 6 病院の属性 
  病床数 100 床規模 3 病院 病床数 800 床以上 3 病院 
  A 病院 B 病院 C 病院 D 病院 E 病院 F 病院 
設置主体 医療法人 医療法人 医療法人 大学法人 大学法 一般法人 
病院タイプ 一般病院 一般病院 一般病院 特定機能病院 特定機能病院 地域医療支援病院 
病床数 100 200 200 800 800 1100 
診療科数 5 10 15 30 30 30 
看護師数 60 60(20) 120(10) 650(10) 730(310) 850 
医師数   10 25(20) 20 450(160) 590(400) 180 
事務職員数  10 20 50(10) 60 130(30) 130(10) 
面接協力者 看護師長 看護部長 
看護部長と 
看護師長 
専従 CNIC 専従 CNIC 専従 CNIC 
注 1．数字はすべて概数 
注 2．職員数は非常勤を含めた総数. （ ）内は非常勤職員数 





4.1 CNIC のいない病床数 100 床規模の３病院 










表 2 研究協力病院の感染管理の組織とその活動の概要 
  
病床数 100 床規模 3 病院 病床数 800 床以上 3 病院 
A 病院 B 病院 C 病院 D 病院 E 病院 F 病院 
ICT 
構成  






















査 技 師 ， 事
務，栄養士 
ほ ぼ 全 科 の 医
師，副看護部長，
CNIC2 人 ， 薬 剤
師，臨床検査技






































ICT で月 1 回
（チェックシー
ト） 
































































































































































































































ぐに動ける体制をとっていた．また，C 病院は病床数からみた事務職員の数が 50 人と多
いことから，総務課が委託業者への指導を担当していた． 
 








































































































































D 病院は 800 床の特定機能病院であるが，病床規模や病院機能が同じ E 病院と比較す
ると医師，看護師，事務職員の全てにおいて職員数が少なく，〈人手不足や業務の忙しさ〉
の問題として，医師や薬剤師から協力が得にくい状況が認められた．このような〈人手不

































































り 185 点(2)が加算されたのにつづき，2012 年には「感染防止対策加算１」（入院初日に限
























































D 病院の CNIC は抗菌薬の使用に問題があると気づくことができたのであろう．CNIC が
医師に感染症治療に対する意見を言うことは困難なことから，病床数 800 床以上の病院の

















6 ICT 活動における看護師の役割    
2008 年に実施した看護師へのインタビューから，ICT と他の医療者の協働の困難があ
り，その中で CNIC が調整役となって感染対策を推進していることがうかがえた．この状
況は今日どのような現状にあるのだろうか．ここでは，4 人の ICN（3 人の CNIC と 1 人
の感染症看護専門看護師）に実施したヒアリング(5)にもとづき，ICN の活動に焦点を当て
て論じる．なお，倫理的配慮として，記載内容については個人および所属施設が特定され
ないよう表現に配慮し，4 人の ICN に確認をとった上で，本稿への掲載の許可を得た． 
 
 































この 2 人の ICN は，ICT の医師が主治医に指導的な関わりをする際に，その役割の一
部を代行したり仲介したりしていた．先に述べたように，2008 年の調査においても，抗菌
薬の使用に関して ICT の医師や薬剤師が介入しても従ってもらえなかったり，ICT の医師
も遠慮して介入しにくいことから，ICN が主治医と ICT の医師との仲介役になっていた． 
医師以外の ICT メンバーについても，ICN がその役割を代行したり，他職種の負担を軽
減したりしている現状が語られた．ICT には事務職が配置されているが，病院事務と兼任

































このように，ICT の中で ICN が看護職としての活動にとどまらず，他職種をサポートす
ることによって ICT の機能が維持されている現状が見て取れた． 
 
6.2 地域内の医療機関との連携 
4 人の ICN の所属施設は，「感染防止対策加算 1」（以下，加算 1）と「感染防止対策地
域連携加算」を取得していることから，「加算 1」の病院同士で相互に院内ラウンドを実施
したり，「感染防止対策加算 2」取得施設との合同カンファレンスなどを行っている．これ
らの加算措置は 2012 年から開始されたため，2008 年の調査では語られなかった ICN の
活動が見えてきた． 
ある ICN は，連携先の病院の ICN が感染対策を推進しやすいよう，相互ラウンドの結




























































別の ICN は，関連病院の ICN 達と各病院共通の取り組みを検討し，自施設に提案した
が受け入れられず，ICN 達と自施設との板挟みになり，ストレスで体調を悪くした経験が




















































(1) 武蔵野大学看護学部 2008 年 1 月 9 日（承認番号 1906）． 
(2)「感染防止対策加算」は 100 点の加算であるが，「医療安全加算１」（85 点）の届出を
していることが条件であったため，合計 185 点の加算となった（厚生労働省 2010b）． 









(5) ヒアリングは，2017 年 12 月 13 日と 12 月 16 日に実施したものである．4 人は全員，
診療報酬の感染防止対策加算 1 と感染防止対策地域連携加算を取得している病院（病床













る感染症治療に介入することの困難さが認められた．2008 年以降には，第 4 章に示した
















模の大きい医療機関を 300 床以上と表現していることから，本章においても 300 床以
上の病院を大規模病院とした． 
・中規模病院：中規模病院と小規模病院の区分については公的な基準がない．そこで，本







とするかについては，先行研究でも 50 床未満（江口 2005）や 100 床未満（境ら 2010b，







2 2008 年および 2014 年の認定看護師と専門医の登録者数 





2008 年の登録者数は，認定看護師は 769 人，専門医は 870 人であったが，2014 年
には認定看護師が 1,008 人増えて 1,804 人となり，専門医は 317 人増えて 1,187 人と




















酬で加算が続く間は，認定看護師の資格取得者が増加していくと予測される．2017 年 7 月







会によって認定されている専門看護師の教育課程は，全国 11 都道府県に 13 課程（日本看
護系大学協議会 2016）であり，定員は１課程あたり数人である(1)．これに対し，認定看護
師の教育課程は全国 11 都道府県に 14 課程あり，うち 2016 年開講の 10 課程の定員は各
施設 15～30 人で合計 250 人となっている（日本看護協会 2016a）．このように，専門看
護師は大学院修士課程の修了とそのため最短で２年の期間を要することや教育課程の数な
らびに入学定員が少ないことから，認定看護師ほどには増加が見込めないのである．専門






















など６学会（現，23 学会）により平成 11 年（1999 年）に発足した ICD 制度協議会によ
って平成 12 年（2000 年）から認定が開始されている．しかし，ICD の認定には，病院で
の実質的なトレーニングが要求されていないことが問題として指摘されており（五味 





は１人であり，その他の 28 県でも 10 人未満であったが，北海道，東京，神奈川，大阪の
４都道府県では 30 人以上であった．専門医は茨城，山梨，島根では１人であり，その他の
20 県でも 10 人未満であったが，埼玉，千葉，東京など８都府県では 30 人以上であった． 
2014 年には，認定看護師は徳島の９人が県別の最少人数であり，30 人以上の県は北海
道，茨城，埼玉など 18 都道府県に増えていた．専門医は岩手と山梨では２人であり，その











認定看護師 専門医 認定看護師 専門医
北海道 36 28 106 34
青森 2 5 19 5
岩手 4 4 16 2
宮城 11 14 28 18
秋田 5 6 19 8
山形 5 4 14 5
福島 3 7 19 13
茨城 7 1 30 6
栃木 5 7 20 16
群馬 7 5 27 8
埼玉 20 35 55 41
千葉 20 35 68 49
東京 99 163 206 223
神奈川 44 58 128 89
新潟 8 11 28 18
富山 4 4 19 5
石川 4 8 14 9
福井 5 8 13 9
山梨 1 1 10 2
長野 12 9 51 14
岐阜 7 10 37 13
静岡 10 20 58 22
愛知 28 56 90 65
三重 7 11 40 17
滋賀 21 4 33 6
京都 15 16 38 27
大阪 47 47 122 61
兵庫 28 20 70 32
奈良 4 14 14 19
和歌山 5 3 14 6
鳥取 4 2 10 3
島根 5 1 14 7
岡山 12 16 28 22
広島 10 8 45 16
山口 4 10 45 12
徳島 3 4 9 4
香川 7 6 18 13
愛媛 11 18 25 20
高知 3 7 14 9
福岡 18 60 65 93
佐賀 1 17 11 13
長崎 6 45 14 46
熊本 3 8 27 16
大分 5 19 15 21
宮崎 2 9 15 14
鹿児島 5 10 25 12
沖縄 8 16 17 22
在外 0 0 1 2










た．一方，専門医のうち 900 人（75.8%）は病院所属であるが，ほかにも診療所に 176 人
（14.8%），介護施設や保健センター，研究所など医療施設以外に 57 人（4.8%）が所属し
ていた．病院所属の認定看護師の 73.6%と専門医の 81.4%は全国の病院の 20%に満たない




大規模病院 1,533 施設（厚生労働省 2013b）の 54.7%にあたり，中規模病院 407 施設と小
規模病院 5 施設を合わせた 412 施設は全国の中小規模病院 7,007 施設の 5.9%であった．




300 床未満で専門医のいる病院は更に少なく，中小規模病院 151 施設は全国の同規模の病
院の 2.2%に過ぎない． 
以上のように，認定看護師と専門医はともに大規模病院に集中していたが，全国の病院
人数 ％ 人数 ％
病院 1665 92.3 900 75.8
うち大規模病院 1226 73.6 733 81.4
うち中規模病院 433 26.0 160 17.8
うち小規模病院 6 0.4 7 0.8
診療所 1 0.1 176 14.8
うち無床診療所 1 100.0 168 95.5
うち有床診療所 0 0.0 8 4.5
その他* 18 1.0 57 4.8
記載なし／非表示 120 6.7 54 4.5




















施設数 ％ 施設数 ％
大規模病院 838 67.0 333 50.5
中規模病院 407 32.5 146 22.1
小規模病院 5 0.4 5 0.8
診療所 1 0.1 176 26.7

















病院 8,510 施設の 12.6%にあたる 1,070 施設であった．都道府県の病院数に対する届出施
設の比率を届出率として算出した結果，滋賀（25.9%），長野（23.7%），岐阜（20.6%）で
は加算１の届出率が 20%を上回っていたが，宮崎（2.8%）と徳島（6.1%）では全国平均の
1/2 に満たなかった．加算２の届出施設のうち病院は 2,535 施設であり，全国の病院に占
める比率は 29.8%であった．加算２の届出率では，岩手（43.5%），兵庫（42.5%），京都
（38.7%）をはじめ 23 都府県で全国平均を上回っていたが，宮崎（11.3%）では加算１と






加算1 届出率 加算2 届出率
北海道 57 10.0% 159 27.8%
青森 13 13.0% 19 19.0%
岩手 8 8.7% 40 43.5%
宮城 20 14.1% 40 28.2%
秋田 13 18.1% 20 27.8%
山形 9 13.2% 21 30.9%
福島 13 10.2% 42 33.1%
茨城 18 9.9% 52 28.6%
栃木 16 14.7% 23 21.1%
群馬 19 14.5% 47 35.9%
埼玉 39 11.5% 104 30.6%
千葉 42 15.2% 89 32.1%
東京 97 15.1% 200 31.1%
神奈川 67 19.5% 104 30.3%
新潟 19 14.5% 40 30.5%
富山 10 9.3% 20 18.5%
石川 14 14.3% 35 35.7%
福井 8 11.4% 12 17.1%
山梨 5 8.3% 16 26.7%
長野 31 23.7% 43 32.8%
岐阜 21 20.6% 32 31.4%
静岡 32 17.7% 48 26.5%
愛知 48 14.9% 110 34.1%
三重 19 18.4% 36 35.0%
滋賀 15 25.9% 21 36.2%
京都 25 14.5% 67 38.7%
大阪 77 14.4% 184 34.5%
兵庫 53 15.1% 149 42.5%
奈良 9 12.2% 25 33.8%
和歌山 10 11.6% 22 25.6%
鳥取 8 17.8% 15 33.3%
島根 6 11.3% 15 28.3%
岡山 15 8.9% 58 34.3%
広島 27 10.9% 63 25.5%
山口 19 12.8% 41 27.7%
徳島 7 6.1% 25 21.9%
香川 10 11.1% 21 23.3%
愛媛 15 10.5% 35 24.5%
高知 9 6.9% 47 36.2%
福岡 45 9.8% 150 32.5%
佐賀 8 7.4% 27 25.0%
長崎 12 7.7% 38 24.4%
熊本 16 7.5% 49 22.9%
大分 10 6.3% 41 25.9%
宮崎 4 2.8% 16 11.3%
鹿児島 19 7.3% 49 18.9%
沖縄 13 13.8% 25 26.6%








出施設のうち 77.3%は大規模病院であり，残る 22.7%が中小規模病院であった．2014 年３
月末現在の全国の病院数をもとに加算の届出率を算出すると，大規模病院 1,533 施設のう
ち 53.9%（827 施設）が加算１を取得していたことになる．同様に中小規模病院での届出
率を算出すると 7,007 施設のうち 3.5%（243 施設）であった，加算１もしくは加算２のい
ずれかを取得した病院数でみると，大規模病院の届出率が 74.3%（1,139 施設）であるの

















施設数 ％ 施設数 ％
大規模病院 827 77.3 312 12.2
中規模病院 242 22.6 2109 82.8
小規模病院 1 0.1 114 4.5
診療所 0 0 13 0.5















































































れによって ICN の負荷が増大していることがみてとれた．  
この章では，院内感染とその対策に関する医療者と社会の人々，医療現場と厚労省，そし
て医療者間に存在する認識の「ずれ」とその背景について考察するとともに，この「ず




































































事態に陥っていないのは，ICN が医療者間の「ずれ」を調整しているからと考えられる．  
 
2 院内感染対策における ICN の役割    












しかし，専従の ICN であっても ICT 活動での困難がみられていた．ICT のような院内
感染対策のための組織が充分に機能するには，病院管理者から感染対策に必要な権限を委
譲される必要があると言われており（小林 2002，浜田ら 2014），医療機関の院内感染対
策指針にも病院長から ICT への権限委譲について明記されているが，実際には ICT から
の介入に協力的でない医療者がいたり，ICT 側も介入を躊躇するなど，権限委譲が機能し
ていないように見受けられた．このことは，ICT の中で院内の医療者と最も接点の多いの



































学会の 8 学会から出された． 
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第 5 章では，2007 年に全ての医療機関に感染対策のための体制整備が義務づけられた
ことを受けて 2008 年に実施したインタビュー調査にもとづき，感染対策チーム（ICT）の
活動に焦点を当て，医療機関における感染対策の組織活動の課題について検討した．専従
の感染管理認定看護師（CNIC）がいる病床数 800 床以上の 3 病院と，CNIC のいない 100
床規模の 3 病院では，当時は感染対策関連の法律や診療報酬の施設基準に明示されていな
かった ICT を設置し，院内ラウンドやサーベイランスなどの感染管理活動に積極的に取り





困難さが認められた．2012 年に新設された加算 1 と地域連携加算を取得した病院で活動
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する ICN（CNIC と感染症看護専門看護師）への聞き取りから，院内感染対策における ICT
と他の医療者との協働の困難は現在でも複数の医療施設の ICN が認識している問題であ
り，その中で ICN が様々な役割を担っている現状がうかがえた．さらに，ICN は自施設
の感染対策だけでなく地域内の連携施設に対する支援においても中心的な役割を担ってい
ることから，身体的・心理的に大きな負荷がかかっていることが推察された． 
感染防止対策加算が始まったことで， 看護師が CNIC の教育課程へ進学する機運が高
まったと考えられることから，第 6 章では 2014 年時点での加算取得状況と，2008 年およ
び 2014 年の感染症専門医（以下，専門医）と CNIC のデータに基づき，院内感染対策に








第 2 章から第 6 章の検討から，医療者と社会の人々，医療現場と厚労省，そして医療者
間での院内感染とその対策に関する認識に「ずれ」があることと，院内感染対策において
ICN の役割が拡張し，負荷が増大していることが見てとれたため，第 7 章ではそれら認識
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西暦 和暦 社会の出来事・感染事例など 国の施策 




1927 S2 11 月_「院内感染」訴訟記事の初
出（讀賣新聞） 
  
1968 S43   厚生大臣から「伝染病予防調査会」に対して伝染
病予防法改正について諮問 
1970 S45   「伝染病予防調査会」が伝染病予防対策の基本方
針に関する中間答申を厚生大臣に提出 
1974 S49   「医療監視」の重点項目に「院内感染対策」を追
加 
1981 S56   「感染症発生動向調査」開始 
1985 S60 「日本環境感染学会」の設立準備
委員会発足（第 1 回総会 1986 年） 
厚生科学研究「院内感染症の現状と対策に関する
研究」開始（1987 年まで） 
1987 S62   8 月_「医療機関等における B 型肝炎の予防につい




1988 S63 3 月_NHK 朝のニュースで MRSA
院内感染事例の報道  
  
1989 H1   3 月_厚生科学研究班『院内感染対策マニュアル』発
行（定義抜粋：入院患者が原疾患とは別に新たに罹
患した感染症） 
1990 H2 1 月_富家恵海子『院内感染』出
版  
  





1991 H3   6 月_「医療施設における院内感染の防止について」
通知 (「院内感染症の現状と対策に関する研究」の
報告書に基づく) 
1992 H4 5 月_富家恵海子『院内感染ふたた
び』出版  
12 月_千葉県の富里病院で入院患
者のうち 109 人が MRSA に感染
し，うち 80 人以上死亡との報道  
7 月_「医療施設における院内感染の防止について」
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1994 H6 10 月_都内の透析専門診療所で 4















































1998 H10   7 月_「バンコマイシン耐性腸球菌（VRE）に対する
院内感染防止対策について」通知（1997 年通知以
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西暦 和暦 社会の出来事・感染事例など 国の施策 







































かを専任でおくことが平成 16 年 1 月 1 日から施
行されることの周知．第一種感染症指定医療機関
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内感染で 1 人死亡との報道  
9 月_京都大学医学部附属病院で多
剤耐性緑膿菌（MDRP）による院




































6 月_埼玉医科大学病院で 2004 年
から多剤耐性緑膿菌(MDRP)に感
染した患者 6 人が死亡との報 
10 月_東京医科大学病院で多剤耐
性緑膿菌(MDRP)による院内感染
でがん患者 4 人死亡との報道  
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3 月_「院内感染対策中央会議」第 4 回会議  
・院内感染対策関連の省令・通知について 
・各厚生労働科学研究班の成果について 
















12 月_「院内感染対策中央会議」第 5 回会議  
※非公開 
・最近の VRE による院内感染事例について 
・国として今後必要な対策について（その他の薬剤
耐性菌を含む） 
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5 人死亡との報道  
6 月_三重県の整形外科医院でセラ
チアに患者 15 人が感染し 1 人死
亡との報道 




















する院内感染対策の徹底について」事務連絡       
10 月_「院内感染対策中央会議」第 8 回会議  





＊看護職 2 名が構成員に加わった 
2010 H22 9 月_帝京大学病院で多剤耐性アシ
ネトバクターに 46 人が感染し 9
人が死亡との報道  
診療報酬改定：「感染防止対策加算」新設(入院初日











10 月_「院内感染対策中央会議」第 9 回会議  
・帝京大学医学部附属病院における院内感染につ   
いて 
・今後の院内感染対策のあり方について 
12 月_「院内感染対策中央会議」第 10 回会議  
・院内感染対策に関する提言について 
2011 H23 10 月_新潟の県立病院で多剤耐性
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2015 H27 5 月_世界保健総会で「薬剤耐性
（AMR）に関するグローバルア
クションプラン」採択  
2 月_「院内感染対策中央会議」第 12 回会議  
・感染制御の強化について 
 ①地域連携について 
 ②感染制御における ICN の役割について 























→ 第 5 章（一部修正） 
・2015，「我が国の病院における感染管理体制－2008 年から 2014 年にかけての進展と課
題」『奈良女子大学社会学論集』22: 55-71. 《共著・査読有》 
→ 第 6 章（一部修正） 
・2017，「院内感染の社会問題化に関する一考察」『医療の質・安全学会誌』12(2): 175-
183.《単著・査読有》 
→ 第 2 章（一部修正） 
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